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１．解決すべき課題 

若者の政治参加の増加と地方議員の担い手不足の解消 

地方議会の構成員は高齢化している。また、担い手不足は深刻化し無投票当

選は増加している。地方の民主主義にワカモノの意見は果たして採用されて

いるのだろうか。一方でワカモノの投票率は低く政治行動を起こすことに際

しては腰が重いとされている。ワカモノの政治に関する関心を高め、当選に

関して倍率が低い地方議会からワカモノ政治家を増やし、日本における民主

主義を持続させていくことを目標とする。 

 

２．問題意識 

 

①【若者の政治参加の少なさ】 

若者の政治参加が少ないという点は現在多く指摘されている。2016年度に公
職選挙法が一部改正され、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられた。しか
し、総務省の発表によると、2019年参院選の18歳・19歳の投票率は31.33%(
内19歳は28.05%)と全体の投票率48.80%を17.47ポイント下回った。「18歳選
挙権」が導入されて初の国政選挙となった16年参院選の18歳、19歳の投票率



 

は46.78%であり15.45ポイント低下が確認され、前回の選挙に比べ18歳、19
歳の政治への関心は低下したと言える。18歳以上に選挙権年齢が引き下げら
れた2016年だったからこそメディアの報道も多く、学生は投票に行ったので
はないだろうか。そのため、2019年の参院選での投票率は若者の政治に対す
る興味の薄さを象徴しているといえるのではないだろうか。現在の日本の民

主主義はシルバー民主主義とも評されるが、若者の政治に対する関心を高め

政治参加を高める活動が必要となる。 

 

②【政策決定への若者の関与の少なさ】 

地方に関して言えば、増田レポートは、その論証方法に異議を唱える学者も

多いが、各自治体が自らの行政について再考する機会になったといえる。一

方で、各自治体が検討を進める中でまだまだ若者の視点が足りていないので

はないかとも感じる。それは「若者だったらこう考えるのではないか」と

いった想像ではなく、実際に若者が「自分たちならこう考える」と意見表明

したものであるべきではないかと考える。 

 

③【地方議員の担い手不足】 

また、地方においては議員の担い手不足が深刻化している。NHKのまとめに
よると、2019年に行われた第19回統一地方選挙では、41の道府県議会議員選
挙の945選挙区のうち39％にあたる371の選挙区で定員を超える立候補者がな
く、612名が無投票で当選を決めた。これは、総務省に記録が残っている
1951年以降で最も多いことになる。加えて、投票こそ行われるが泡沫候補と
の一騎打ちとなり、投票が行われる前から大方の予想はついてしまっている

場合も多い。もちろん議員の過去の業績に鑑みて出馬を取りやめた候補もい

たはずであるが、投票というプロセスを踏まずに当選が決まってしまう点に

関しては果たして国民の信任を得たといえるのかという疑問を感じる。 

 

 



 

 

３．現在みられる課題解決策とその問題点 

 

①【若者の政治参加の少なさ】 

現在見られる若年層の政治参加を高めるための策を2つの観点から挙げる。一
つは、選挙制度改革案であり、他方は実践レベルでの学校教育における主権

者教育、地方議会の取り組みといった若年層の政治参加を促進するためのも

のである。 

　選挙制度改革案としては世代間格差を無くすための世代別選挙制、そして

主権者意識を高めるための義務投票制の導入、子どもに選挙権を与えること

が提案されている。世代別選挙制における問題点として、日本選挙学会で導

入がなされたところ、「年長区」と「年少区」で投票率に差があるために代

表としての正当性に歪みが生じることや、会員の高齢化に伴い50歳近くまで
が「年少区」に分類される等の逆機能が指摘されている(2016 河野)。 

　政治学者レイプハルトは1996年にアメリカ政治学学会で会長演説を行い、
低投票率を「深刻な民主主義上の問題」とした上で、対応策として強制的投

票制度(compulsory voting)を提示した。そして、これらを導入することは3つ
のメリット－1政治への関心を高める・2政治における資金の役割を低下す
る・3攻撃的宣伝の手段が功を奏さなくなる－があると主張している（1999 
Arend Lijphart)。義務投票制は、「若者の投票率を引き上げる」という観点か
らは効率的な制度だと言える。しかし、主権者の自発的な政治参加の意識が

置き去りにされてしまうのではないかと懸念する。確かに義務投票制を導入

している諸外国はあるものの、有権者としての政治への信頼感や主体性が醸

成されぬまま権利である投票を義務化したところで本質的な解決策にはなら

ない可能性があり、慎重な議論が必要だと考える。 

　一方、スイスなど欧州の国では、「子どもに選挙権を与える」ことが議論

されている。その背景は、日本と同様に若者の投票率が低く、高齢者の投票

率が高くなっているためである。スイスでは、30歳以下の投票率が35%前後
であるのに対して70歳代では70%である。イギリスでのEU離脱を問う国民投
票は、EUの利益を享受してきた若者には残留派が多かったが、年長者の反対



 

票に押し切られた形になった。これに伴いスイスの経済シンクタンクである

アヴニール・スイスは、シルバー民主主義からの脱却を目指し、選挙権を持

たない18歳以下の子どもの数だけ親に選挙権が余分に与えられる、という提
案をしている。しかしながら、この提案に対しては様々な方面からの批判を

浴びることとなった。例えば、親が子どもの代わりに親が投票することは、

親権の乱用にならないか・一人一票の原則に反することになるのではない

か、ということなどである。「子どもに選挙権を与える」ことは、このよう

に様々な課題を孕んでいるため、現時点ではその運用は実現可能性が低いと

言わざるを得ないだろう。 

　既になされている解決策として、学校教育では地域活動や生徒会を通じた

主権者教育やシチズンシップ教育、そして地方自治体レベルでの若年層に対

する働きかけがなされている。 

主権者教育については、総務省(2017)が、選挙権年齢18歳への引き下げに
伴い総務省及び文部科学省が副教材「私たちの拓く日本の未来」を作成し、

ほぼ全ての教育で主権者教育がなされたことを報告している。一方で教育内

容は政治や選挙の知識学習や、投票を体験する取り組みに重点が置かれてお

り、生徒が主体的に考え議論させ、意思決定を促す取り組みは必ずしも多く

はないことを指摘している。 

　また、地方自治体レベルでは若年層の積極的な政治参加の取り組みとして

代表的なものとして遊佐町の「少年議会」があげられる。これらは若者の力

によるまちづくりを目指し、遊佐町在住の中学生と高校生の中から「少年町

長」と「少年議員」を直接選挙で選出し少年議会を開催する取り組みであ

り、若者が議会に直接提言をすることで主権者意識を高める作用や、議会に

若年層の意見が取り入れられる効果が確認されている。他には、鯖江市役所

では2014年に市民協働推進プロジェクトとして市役所JK課が導入された。プ
ロジェクトでは、これまで政治参加が少なかった女子高校生に焦点をあて、

自らが企画した地域活動を実施することでまちに"にぎわい"を創出するモデル
都市となるいことが目指されている。このように、地方自治体レベルでは若

年層の行政参加を促進するための取り組みがなされているものの、地方自治

体の活性化を主な目的として実施されている。また、先進的な自治体はある



 

ものの、地方自治体による取り組みの温度差はあり、全国の若年層に対して

網羅的な働きかけは成されていない。 

　加えて、第25回参議院議員通常選挙において約54万もの票を獲得し当選し
た山田太郎氏のネット選挙の展開も話題になった​。  

　山田太郎氏の戦略は、ネットボランティアに効率的に情報を拡散してもら

うというものであった。具体的には、Twitter上で応援してくれる人に推し
マークとして山田太郎氏のトレードマークである「​リボンマーク​」を付けて

もらい、この中から選抜して「モナーダ（MONARDA）会員」というカテゴ
リを作成した（約280人、いわゆるレベル別会員証のようなものである）。そ
して、モナーダ会員の人には、鍵アカと限定のLINE@（黒リボン研究所）で
毎日「指令」という形でミッションを出しており、このモナーダ会員が、山

田太郎氏の指示に従ってTwitterでリツイートを行うことで、効率的に情報が
拡散されていたのである。この裏ミッションは、他の人には隠されているこ

とで、モナーダ会員にしてみれば自身の特別性を感じることができるのと同

時に、周りは「この人たちは何をやっているんだろう」と興味をそそるよう

な仕組みができあがっていたのだ。選挙になると候補者・陣営から発信され

る情報が多すぎてしまい、候補者がボランティアの人々に何をやってほしい

のかといった情報の優先順位が不明確になる。この点モナーダ会員という特

別枠を作り、ネットボランティアを組織化できたことは、山田太郎氏のネッ

ト選挙は優れていた。ネット選挙をうまく活用している候補者を参考にし

て、若者の政治参加を促す提言を考えることは有用であろう。しかし、ネッ

ト選挙は現状で一部の政治家しか上手く活用できておらず、個人の力量がも

のを言うという点が大きな課題である。 

 

②【地方議員の担い手不足】 

担い手不足に関しては、総務省の研究会などで供託金制度の廃止や被選挙

権年齢の拡大等について議論が進められている。 

供託金制度は、都道府県及び市区議会議員の選挙について設けられてお

り、その制度趣旨については、悪質な立候補を抑止し立候補について慎重な

決断を促すことや候補者の乱立を防止することが挙げられている。また、町



 

村議会議員の選挙については、そうした懸念が少ないことから設けられてい

ない。一方で地方議会議員の選挙の現状等を見ると、市議選・県議選を通じ

て、供託金没収率はかなり低いことから、具体的な選挙の乱用懸念がある場

合には、個々の状況に応じて適切な対策を講じるべきであり、現在の地方議

会選挙の状況に照らせば、一律に供託金を課す必要性は低下しているとの指

摘がある。2018年には自民党牧原秀樹衆議院議員を会長として若者政策推進
議員連盟が創設された。本連盟は被選挙権を18歳にすること、更に供託金を
一律10万円にすることで色んな人が挑戦できる環境を作る必要性を提言して
いる。 

また、被選挙権年齢については、平成28年7月から18歳選挙権が導入された
ことにより地方議会議員、特に基礎自治体である市区町村議会議員について

は、地域の将来を担う当事者としての代表性が求められると考えられるので

はないかという意見がある。他国では立候補の際に、一定数の選挙人の署名

を必要とする制度があることから、供託金制度に代わって導入を検討すべき

ではないかという意見もある。しかし現状日本は個人立候補主義を採用して

いることから、制度的に課題のあるとの指摘がある。また無投票当選が増加

傾向にあり、全体として競争を高める必要が高く、被選挙権を拡大し、議会

への関心の向上や議員の担い手の確保等を政策的に進める必要性が認められ

るのではないかという意見もみられる。 

定数を削減し議員報酬を増やすことで立候補者を増やすことに成功した例

もある。一方でこれは当選ラインの上昇による新規参入が難しくなることや

住民と議員の距離が離れてしまうなどの懸念が存在している。 

町村議会の議員報酬の平均は月額約21.4万円であり、子育て世代が議員報
酬だけで生計を立てるには困難な水準であり、担い手が自営業者・農業者に

偏る一因だという意見がある。その他公務員と地方議員の兼職の解禁や地方

議員が厚生年金に加入できるようにしようという議論も活発化している。 

 

 

 



 

③　【文部科学省初等中等教育局長通知の時代錯誤さ】 

1969年の文部省初等中等教育局長通知では、『生徒は未成年者であり、民
事上、刑事上などにおいて成年者と異なつた扱いをされるとともに選挙権等

の参政権が与えられていないことなどからも明らかであるように、国家・社 

会・としては未成年者が政治的活動を行うことを期待していないし、むしろ

行わないように要請しているともいえる』とある。 

この文科省のスタンスは現在も変更されておらず、現状、高等学校の生徒

が政治活動を行うことに対し否定的である。これは当時盛んだった大学紛争

や安保闘争に影響を受けており、若いうちに政治活動に関わることは、視野

を狭めることにつながり教育上望ましくないとも書かれている。 

しかし現在、学生闘争や安保闘争は過去の出来事となり、この５０年前の

通知はいささか時代遅れのものとなっている。さらに上記の「２、問題意

識」の①、③でも述べたように、若者の政治参加が少なくなっていることに

よって様々な問題が浮上している以上、この学生の政治活動を否定した通知

は時代錯誤だと言わざるを得ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４．グループとして考える課題解決策と、課題解決までの道筋 

 

 

『　若者政党の立ち上げ　』 
を提言する 

 

 

〇　なぜ若者政党か？ 

 

若者が注目する可能性が高いものは、自分たちに関わる政策や自分たちと同

世代の人々の発言である。そのため、より共感できるのは同世代の意見であ

り、25歳以上しか立候補できない現行の制度では代表制の観点から問題があ
ると考える。また地方議会では担い手不足が深刻であり、被選挙権を拡大す

ることは、その問題を解消することにも寄与すると考える。 

　それらに加え、地方消滅という議論もあり、各地方議会は今まで以上に今

後の自治体のあり方を考えていかなくてはいけない。我々はその際に、次世

代を担う若者の視点に加えて、客観的に物事を捉えることができる、門外漢

としての「ヨソモノの視点」も必要であると考える。したがって、若者世代

の利益の代弁者としての役割を果たす若者政党を立ち上げ、地方議会や国会

に送り込むことで、地方議会の担い手不足を解消し、若者世代の視点を地

方・中央政治に直接反映させ、ひいては若者の政治参加を促す起爆剤になり

うるのではないだろうか。 

 

 



 

 

 

スローガンは「ワカモノが維持する・変える未来」である。
　 

　 

〇　学生政党設立憲章 

 

１.我々は若者世代の利益を代弁するものである 

１.我々は次世代の日本の利益の代弁者である 

１.我々はアンシャンレジームの打破・地方・国の発展に寄与するものである 

１.我々よそ者、若者が中心となり、地方に新しい風を送り込む 

 

〇　若者政党の内容 

まずワカモノ政党員は15歳から25歳まで
が対象で全員参加とする。 

組織の形は、その政党員内で同じ目標

や、やりたいことを持つ人同士が緩いコ

ミュニティで構築する。 

自由を重視した構成にすることによっ

て、今までのヒエラルキー的な旧構造か

ら、横のフラットなつながりを持った政

党制度にし、自らが興味のある分野に向

かって、主体的に行動できる組織を作

る。さらにそれのコミュニティ同士の交流をはかり、異業種交流をすすめる

ことによって、異なる価値観に触れる機会を多く設ける。 



 

基本的にフラットな組織構造ではあるが、党運営のために「政党役員」も存

在する。彼らはそのような仲間たちの間での共感の輪、異業種交流を広げる

業務を担う。さらに役員の中からリーダーである党首も役員の選挙によって

決定する。政党役員への昇格は、自らが興味のある分野からの視点で、現状

の政治問題を述べるプレゼンテーションを行い、その中から優秀であったも

のを政党員による選挙によって決定する。一次選考は校内で行う（社会人は

社会人枠、高校へ進学しない人たちは自らが住む学校区で立候補・投票を行

えるようにする）。プレゼンする側はもちろんであるが、学校の代表は各学

校の学生の投票により決定するため、興味のない生徒に無理やりにでも話を

聞く場を提供できる。また、これによっても投票の習慣がつく可能性があ

る。その後、市予選・県予選・全国大会へと進む（有償）。市予選以降は有

識者による第三者的審査を行い、公平性を保つとともに​、所属政党員による

投票で決する。これにより投票の習慣化に結びつけば投票率の向上にもつな

がる。 

 

政党役員は後述する政党交付金からの運営費をもとに予算の審議等を行う

（有給で200万円／年）。役員の中から党首を選ぶ（擬似議院内閣制）。党首
は予算の配分等につき大きな権限を持つ（有給で700万円／年）。また党首は
「ワカモノ界の代表」として国会（委員会・審議会）や地方議会等で答弁を

行う。　現在、各個人が学生期間にどのようなことに取り組んできたのかを

示す指標が不足している。上位の級を所有していることでプレゼンテーショ

ンスキルや問題解決能力を備えていることが一定程度保障されるのであれば

企業側にもメリットがあるのではないかと考える。企業が指標を重視するよ

うになると学生（ワカモノ）側も級を上げるモチベーションができるだろ

う。プレゼンテーションの題材は各省庁が持ち回りで決める。そのメリット

としては、環境政策・地方政策・福祉政策・情報通信政策・経済政策・農業

政策等様々な問題を検討する場を提供できることが挙げられる。 

　役員・党首は1年が任期で5月に立候補を募り、そのなかから11月に党首を
決定する（党首は11月から1年間の任期で、翌年の10月の任期終了以降は次の
役員選挙まで役員扱いとなる） 

 



 

 

実現の前提条件として 

ワカモノが政治家になる前提として投票結果が信任を与えるとして、居住要

件の緩和、被選挙権年齢の引き下げ、政党助成金制度の改革が挙げられる。

　 

では、ワカモノ政党を立ち上げ、議員を輩出するにはどこから攻めればよい

のだろうか。それは地方議会である。 

 

〈地方議会の現状〉 

昨今地方議会ではなり手不足が懸念されている。2019年に行われた第19回統
一地方選挙では、41の道府県議会議員選挙の945選挙区のうち39％にあたる
371の選挙区で定員を超える立候補者がなく、612名が無投票で当選を決め
た。これは、総務省に記録が残っている1951年以降で最も多い。この傾向は
都道府県議会議員選挙にとどまらず、2017年1月5日告示の山形県知事選挙、
2015年10月29日告示の高知県知事選挙においても無投票で当選が決まってい
る。共に3選を目指しての出馬であり、過去の業績に鑑みて立候補を断念する
ものも多かったのだろうか。加えて、投票こそ行われるが泡沫候補との一騎

打ちとなり、投票が行われる前から大方の予想はついてしまっている場合も

多い。ワカモノが刺客として送り込まれることによって選挙として成立す

る。よってワカモノが選挙に参加するだけでも意味があると考える。 

 

 

〈ワカモノが地方議員になるメリット〉 

以下の3つである。まず「​議員の世代交代を実現する」である。議員の高齢か
も問題となっている。ヨソからきたワカモノが当選すれば、その地のワカモ

ノが（自分でもできるのではないか）と思い、ヨソモノのワカモノの任期が

切れた後立候補するかもしれない。その結果議員の世代交代は実現される。2
つ目は「政策決定過程で気づきを与える」である。主に観光政策を考える際



 

に、ヨソモノの視点は欠かせない。その政策は本当に観光客に響くのか、あ

るいはその政策で本当に移住するのか、客観的な立場で物事が言えるだろ

う。3つ目は「関係人口を増加させる」ことである。ヨソモノのワカモノが議
員として地方に移住すれば、それを機に関係人口化する。また、彼、彼女の

親族や友達がその地方を訪れれば、議員を核（クラスター）として関係人口

が増加していくことが期待できる。このようにヨソモノのワカモノが地方議

員になるメリットは大きいのである。　 

 

 

 

〈出馬することによるワカモノとってのメリット〉 
 
地方議会議員については低賃金も指摘されている。一方で東京23区の区議会
議員や都道府県議会議員では1000万円を超える年収が受け取れる地もある。
そのような土地は当選後に特段の措置は必要ないが、議員の年収が700万円以
下の土地は、ワカモノから集めた会費で補填し、金銭的インセンティブを付

与する（B級以上がこの制度を用いることができる）。一般的な会社員の初任
給をはるかに超える年収を得ることができる。これはE級からB級に至るまで
政策について検討してきたことのある種ご褒美ともいえる。 
さらに給料だけでつられるのではなく、私たちはランクを上げる際に様々な

問題を検討することで、使命感が芽生えると考えている。それは私たち自身

がジュニアアカデメイアを通じて日々、現在の日本の問題点とこれからの未

来について日々考えてきた実体験から言えるものである。ワカモノが様々な

問題を自分事としてとらえ、自らの使命を認識すれば、メリットがあるから

ではなく、使命感から出馬するようになる。 

 

 

〈政党運営費の捻出にあたっては、政党交付金の改革を予定している。〉 



 

◯政党交付金とは  

1994年に政党助成法が成立した。国会議員5名以上、または国会議員が1人以
上いて、直近の 国政選挙で2%以上の得票のある政党へ助成金を支給(国勢調
査人口×250円を総額)。 各政党に交付される政党交付金の額は、議員数割と
得票数割で構成され、政党交付金の総額の2分 の1は議員数割(所属議員の数に
応じて交付)で、残り2分の1は得票数割(選挙における得票数に応 じて交付)で
計算し、その合計額が交付される。もっとも、 政治家の政治資金パーティが
姿を消す までに至っていない。 

平成27年度 250円 × 127,094,745人(平成27年国勢調査人口)=31,773,687千円 
平成31年度 自民党178億9400万円、立憲民主党32億3000万円、国民民主党54
億600万円 

◯交付する額の算定  各政党から届出のあった政党届(基準日現在)に基づき、
総務大臣は届出のあった政党に対し て交付する政党交付金の額を算出。 政党
交付金は議員数割と得票数割で構成され、政党交付金の総額の2分の1は議員
数割で、残り2 分の1は得票数割で計算し、その合算額が交付する額となる。 

 

 

・議員数割 (所属の衆議院議員及び参議院議員の数に応じて交付される政党交
付金) 

・得票数割 (総選挙又は通常選挙における得票数に応じて交付される政党交付
金) 

 

 

 

我々はこの２５０円の使い方を「国民が選択できる方式」に変えることも求

めてゆく。具体的には、選挙の際に個人や政党に１票を投ずるのと同じよう

に、２５０円の使い道を選択できるようにする。​それにより自らの現金が政



 

党に渡されるということを意識することで、どのような政党があり、どのよ

うなマニフェストなのかを知ろうとする機会が増えてくるだろう。 

 

 

〇　運動方針、目的 

 

①　若者と政治の接点を増やす 

②　若者が選挙に立候補しやすい環境を整える 

③　若者を地方政治へと投入する 

 
 
〇　マニフェスト：七つの革命 
　 
・議会革命 
 
・議員革命 
 
・就活革命 
 
・健康革命 
 
・格差革命 
 
・地方革命 
 
・官学革命 
 
これらマニフェストをもとに、各々の代が適宜、時代にあった「施策」を考

えてゆく。 



 

 
我々の代はまず以下のこれらを実行してゆく。 

これらをもとに新しい輝いた未来を作ってゆく旗振り役と自らがなる。 
 
 

この7つの革命をもとに、我々が打ち出す施策 
 

 
【議会革命】 
・テレワーク議会の推進 
議会に一同に会することに現状どれだけの意味があるだろうか。各々が子育

て・持病・視察等の予定を抱える中で、思い思いの場所で参加できても良い

のではないだろうか。テレワークが完成されれば、議会の土地を売りに出す

ことも可能である（多くの議会はその市町村の一等地に建てられている）。 
 
【議員革命】 
・居眠り罰則規定の制定 
主権者から選ばれた議員が居眠りなどもってのほかである。居眠りをした議

員は写真つきで公表し罰則を与える。自らが議員であるという矜持を持つべ

きである。 
 
・議員向け授業を開催し（職員や教授）、地方政治をより理解する 
議員のインプットを促進すべきインプットだけに限らず、アウトプットも重

要である。 
である。住民と交流し生の声を聞くのも大事であるが、学術的な知識を増や

して学ぶ必要性は大きいと考える。大学の教授などが「公共政策論」・「農

村問題」・「地方自治論」等を教える。 
 
・議員に宿題を課す（レポートを課す） 
インプットのみならずアウトプットも必要とされる。各地域が抱える難題に

関して各自がどのように考えているのかをレポート形式で議長に提出し、議

員間で共有する。 
 
 



 

【就活革命】 
・新卒一括採用の廃止をし、挑戦しやすい社会、いつでもやり直せる社会に 
新卒採用が評価される社会から、個人の経験が評価される社会へ 
卒業後のギャップイヤーやボランティア、政治家への立候補といった個人の

生き方を尊重。レールを無くしていつでもやり直せる社会の実現 
 
・政治活動が評価される社会に 
今の日本では学生時代の政治活動は好ましく思われていない。しかしなが

ら、政治を知ること・政治にかかわることは、将来の社会を考える礎になる

だろう。また、それにより各々が目指したい社会が明確になるはずである。

不確実性が高まる社会では、政治に精通していることは企業でも重宝される

ことであろう。 
 
【健康革命】 
・子供用使い捨てマスクの販売 
ドラッグストア等で成人向けのサイズの使い捨てマスクは販売されている

が、子供用の使い捨てマスクの販売は少ない。昨今の感染症リスクを考えれ

ば、子供もマスクをする意義は大きいと考える。 
 
・50円朝食の実施 
朝食を食べないワカモノが増えている。朝食の習慣の定着化と健康増進を図

ることを目的とする。朝食でこどもの貧困の根絶を図ることも副次的な目的

となる。予算は地域の住民の寄付から賄い、足りない分は予算で補う。足り

ない自治体は公表することもでき、その地域の出身者や理念に共感する人々

から寄付を募れるようにする。 
 
【格差革命】 
・無償型奨学金の給付。機会の平等から結果の平等の社会 
両親の収入に左右されずに皆に教育の機会が与えられるようにする。その為

に、次世代　の教育費や教育の機会を家族でも個人（返済型奨学金）でもな

く、社会全体が保証する。 
 
 
 



 

・若者手当の給付と若者向けニューディール政策の実現 
6ヶ月以上の18~24歳の完全失業者へ一律給付金と同時に個人にPA（パーソナ
ル・アドバイサー）を割り当て、カウンセリングを中心とした求職支援活動

への義務づけ。 
 
【地方革命】 
・議員instagramを作成し地域の魅力を発信する 
地方自治体でもSNSを用いたプロモーションは行われているが、職員さんの
考える「推しスポット」と外からくる観光客が求めるもの、ワカモノの求め

るものが乖離していることも多い。その乖離を減らすために議員になったワ

カモノがヨソモノの視点で発信することで地域の魅力再発見・地域力創造に

寄与する。 
 
・ワカモノ議員の親族・友達が訪れることで関係人口を増加させる 
ヨソから来たワカモノが議員になることがそもそも1人の関係人口を増加させ
ているわけであるが、その議員を核としてその親族や友達がその地を訪れる

ことで、さらなる関係人口の増加が見込まれる。新しい関係人口の増加の形

になると考える。 
 
・地域で行われる新たなイベントの企画書を1年に1回議会に提出する 
ワカモノの感性で地域が活性化するようなイベントを考える。 
 
 
【官学革命】 
・学生の政治と関われる場を増やす（意見交換会・ランチミーティング・出

張授業の開催） 
議員の職務について広く知ってもらい、（なんとなく難しそう）・（自分に

はできないのではないか）、といった不安感を払拭する。興味こそあるが行

動には移せていないワカモノへの支援を行う。また、政治に興味のなかった

層にも同世代という共通項から働きかけられるのではないか。 
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